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1. 概況 

 2020 年の年が明けた後、急速に拡大した新型コロナウイルス感染症感染の影響を受

け、教育機関が授業を急遽オインラインで行わざるを得ない状況となったことに配慮し、

緊急的且つ特例的に授業目的公衆送信補償金を無償とする認可申請を行った（2020 年 4

月 18 日認可）。これを受け、2020 年 4 月 28 日、改正著作権法が施行された。 

 その後は、2021 年度の補償金有償化を目指し、認可申請に必要な意見聴取等を行い、9

月 30 日認可申請、12月 18 日認可を受けた。また、この間、並行して事務局として運営

を担った「著作物の教育利用に関する関係者フォーラム」が、12 月 24 日、「改正著作権

法第 35 条運用指針（令和 3（2021）年度版）」を公表した。 

 2021 年 4 月 1 日の有償化開始に向けては、教育機関設置者や教育機関向けに文化庁と

の共催でオンライン説明会の開催や、補償金等登録・申請システム（TSUCAO）の開発

を行った。 

 一方、補償金有償化と同時開始を目指し準備を進めてきた著作権等管理事業

（SARTRAS ライセンス）については、補償金管理開始に向けた準備作業の逼迫ほか、ラ

イセンスを巡る諸事情を勘案し、開始時期を 2021 年度以降に延期した。 

 

2. 補償金管理及び著作権等管理事業の準備状況 

(1) 補償金の額の認可 

補償金の額については、2020 年 4 月 20 日、2020 年度に限り無償とする認可申請

を行い、4 月 24 日付で認可を得た。 

その後、9 月 30 日に 2021 年度以降適用する有償の認可申請を改めて行い、12 月

18 日付で認可を得た。 

(2) 2020 年度と 2021 年度以降の管理方法の検討、実施 

① 2020年度 

(ア) フォーラムにてとりまとめられた「改正著作権法第 35 条運用指針（令和 2

（2020）年度）」を柱とした著作権及び改正 35 条の周知徹底のため、

SARTRAS ウェブサイト、オンライン説明会等での周知を実施した。 

(イ) 授業目的公衆送信を行う教育機関（設置者）からの届出を受理した。最終

的には 1,658 件の教育機関設置者から 17,906 校の届出を受けた。 

(ウ) 利用実態の把握のため、100 校の教育機関に対しサンプル調査を実施し、

88 校の協力を得て利用報告のサンプルを収集した。 

(エ) 2 大学の協力を得、2021 年度へ向け技術を活用した利用報告方法の実証実

験を実施した。  

 

② 2021 年度へ向けた準備 

(ア) 補償金支払契約書及び契約条項を検討、策定した。 

(イ) フォーラムが新たに公表した「改正著作権法第 35 条運用指針（令和 2

（2020）年度）」を柱とした SARTRAS ウェブサイト、オンライン説明

会等ほか、教育関係誌等への寄稿、取材対応など周知に務めた。 

(ウ) 補償金等登録・申請システム（TSUCAO）の開発を行った。 
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(3)補償金関係業務の執行に関する規程の制定と文化庁長官への届出 

2021 年 3 月 19 日、法第 104 条の 14 に定める補償金関係業務の執行に関する規

程及び補償金分配規程及び附属書類について、届出を行った（無償の補償金規程

に対応するものは 2020 年 4 月 27 日届出）。 

(4) SARTRAS ライセンスの管理開始へ向け、文化庁長官へ著作権等管理事業者と

しての登録を行った。しかし、管理開始時期は 2021 年度以降とすることとし

た。 

(5) 業務進行タスクフォースを 6 回開催し、主として補償金規程及び SARTRAS ラ

イセンスについて検討を行った。 

(6) 分配・共通目的事業委員会を 8 回開催し、主として補償金分配規程及び補償金

の分配方法、共通目的事業の内容について検討を行った。また、2021 年 2 月に

は委員会内に利用報告ワーキング・グループを設置し、利用報告の処理方法等に

ついてより詳細な検討に取り組んだ。 

(7)ガイドラインや普及啓発について検討する「著作物の教育利用に関する関係者フ

ォーラム」及び同フォーラム内に設置された 3 つの専門ワーキング・グループ

（初等中等教育、高等教育、著作権関係有識者）の実施・運営を行った。また、

同フォーラムの開催に備え、フォーラム対応連絡協議会を 4 回開催した。 

(8)教育機関等の著作権に関する問い合わせに対応するため、2021年 3 月から構成

団体の協力を得、支援体制を構築した。 

3. その他の事業 

(1) 定時社員総会のほか、臨時社員総会を 4 回、理事会を 17 回開催した。 

(2) 派遣スタッフを 2020 年 5 月から 1 名、2021 年 3 月にさらに 1名を雇用し、管

理体制の充実を図った。 

(3) 社員である協議会から得た会費の公正な支出と適正な管理を行うよう努めた。 

 2020 年度会費収入 45,000 千円 

注 補足すべき重要な事項はないため、附属明細書は作成していない。 

 


